第9章  フィリピン

岸本　千佳司

2003年のフィリピン経済は、2002年と同様、相対的に低いインフレ率を伴いながら緩やかに成長を続けた。アジア金融危機の影響は比較的軽微であったものの、1999～2000年の景気回復は韓国、マレーシア、タイほど堅調ではなく、未だ相対的に見て低成長モードに留まっている。人口増加率は比較的高いままであり、長期的な生活水準の変化を示す指標である一人あたり実質GDPは、1985年の最低値よりわずか26％増加しただけである。マレーシアやタイなどの近隣諸国では産業構造の高度化が主要課題となっているのに対して、フィリピンは依然、貧困や治安のような基本的な課題に取り組む段階に留まっている。さらに同国は、この穏やかな成長では急速に増大する労働力を吸収できないという大きな問題に直面している。このことは、失業率が1984～86年の6.2～7.1％および1987～97年にかけての7.4～9.1％の水準から、1998～2002年には9.6～10.2％へと増大したことに現れている。

表9.1では2003年の成長率を4.2％と見込んでいる。これは、表1.2でまとめた見通しの平均値をわずかに上回り、第1～3四半期の実績値である4.3％（Philippines, National Statistical Coordination Board, various years b）をわずかに下回る。表1.2にまとめた2004年の経済成長率は、各機関によって見通しが分かれるが、2003年の水準からあまり変らないとするものがほとんどである。同様に2003年のインフレ率も前年とほとんど変らず、GDPデフレータの伸びは4.2％と見込まれている（表9.2）。これは同年第1～3四半期の実績値である4.3％および表1.2に示したGDPデフレータの2つの予測値（EIUの4.3％およびIDEの4.4％）よりも低い。消費者物価上昇率も同年1～11月期で3.0％に下落した。2004年には、ほとんどの機関がインフレの加速を見込んでいるが、その度合いはあまり大きくはない。

フィリピンの経済見通しは、2004年5月に実施予定の大統領選をめぐる不安定要因によって不透明となっている。現職のアロヨ大統領は、2004年の任期満了時に退任するとした以前の決定を覆し、再選に向けて出馬した。上院議員でテレビタレントのNoli de Castro氏や映画スターのFernando Poe Jr.　氏を含む多数のポピュリスト政治家がアロヨ大統領のライバルである。アロヨ政権は、過去3年間、多くの重要な改革に取り組んできた。それには、財政・金融における信頼性を高めるための制度の確立、国際貿易や国際投資に対する障壁をさらに少なくすること、フィリピンで事業を行うにあたって障害となる不必要な官僚制度や財政制度を排除することなどが含まれる。その結果、2003年には多少の進歩が見られた。例えば、政府支出が1997年以来初めてGDP比19％を下回る見通しであり、これによって財政赤字が2002年のGDP比5.2％から4.6％へと減少する（表9.2）。ただし赤字は依然小さくなく、アロヨ大統領の業績は再選を確実視させるには不十分である。その上、ポピュリスト的候補が当選する可能性は、公共財政、投資環境、および統治能力一般のさらなる改善努力が今後も継続されるかについて、ビジネスマンや官僚の間に不安感を醸成している。アロヨ大統領自身が、再選確保のために、財政的に放埓な政策に訴えるのではという不安もある。

統治能力の問題は、長引く治安問題とも関連する。例えば、昨年6月の若手将校グループによる反乱の企て、フィリピン共産党の武力組織新人民軍による国内各地での攻撃である。加えて、南部のミンダナオ島とその周辺諸島を中心にした多様なイスラム系反乱勢力の存在が、治安を悪化させ続けている。アルカイダとの繋がりが疑われ、敵性のテロリスト・グループに指定されるアブ・サヤフのような反乱グループを制圧するため、米国から援助が増強されたにもかかわらず状況の改善は容易ではない。他方、2003年10月に米国ブッシュ大統領がフィリピンを訪問した際、テロリズムとの戦いのため軍事援助の増加を約束したことは、米国「軍事顧問」の活動が憲法違反に当たらないかという論争を引き起こしながらも（注：フィリピン憲法は、外国の軍隊による国内での戦闘行為を禁じている）、アロヨ大統領にとって外交上の大きな得点と見なされている。
フィリピンが依然として反体制グループの温床であるのは、同国の経済実績が不十分で、この20年間に一般国民の生活水準を引き上げられなかったからでもある。それがこの報告で分析している他の国々と大いに異なる点である。1985年をベースとした実質値で見ると、2003年の一人あたりGDPは、1985年、マルコス政権末期の経済混乱期に記録された最低値より26％高いに過ぎない。米ドル表示や国際ドル表示の一人あたり名目GDPの数値は、生活水準の若干の向上を示してはいるが、わずかである。乳児死亡者数と出生時平均余命では、若干改善が見られ、非識字率と中等教育就学率では、大幅な改善が見られた。データによっては生活水準に若干の進歩が読み取れるものの、フィリピンは依然東アジアの最貧国のひとつであり、貧困問題の解決のためには、より急速な経済成長が必要である。

フィリピンの経済実績が思わしくない理由として重要なのは、1980年代半ば、1991～92年の二度にわたり、政策の失敗によって景気循環に急速な下降が生じたこと、またアジア金融危機後の1998年に景気が悪化したことである（表9.1）。前二者の主な要因は、国際収支と外貨準備をうまくコントロールできなかったことである。このことは、低成長期における通貨ペソの大幅な減価からも明らかである。ペソの対米ドル・レートは、9ペソから20ペソ（1982年末～84年末、International Monetary Fund, various years c）、22ペソから28ペソ（1989年末～93年末）へと減価した（表9.2）。また1996年末～97年末にかけても26ペソから40ペソへと大きく減価した。これに関連する問題は、1980年代半ばと1990年代初期の景気停滞に先んじて財政赤字と通貨供給量の増加を管理できなかったことである。そのため、この期間に高いインフレ率とペソの減価が加速した。1997年の情況は、外的要因がより重要である点で（バーツの崩壊など）、非常に異なっている。1999～2003年に財政赤字がGDPの3.8～5.2％へと増加し、1999年末に40ペソだったペソの対米ドル・レートが2000年には50ペソへ、さらに03年には56ペソへと減価したことは、大きな懸念材料である。マクロ経済管理の不手際によって、数年のうちに経済がまたもや減速しかねないからだ。しかし、最近の情勢と過去の情勢には重大な差異が二つある。つまり、今回は大きな財政赤字はあっても、低インフレ持続と大幅な経常収支黒字を伴っており、以前より経済に余裕がある。

上記の景気停滞を助長した要因は他にもあるが、次に述べる二つが重要である。第１の要因は、天候不順による農業の成長率低下である。労働力人口の3分の1以上を占める農業部門の停滞は、過去三度の景気停滞の重要な要因であった。最初の二つの期間では、農業部門の実質GDPのシェアは増加もしくは不変であったが、これはその他の産業が同様かそれ以上に縮小したためである。しかし1998年は、主に干ばつを引き起こしたエルニーニョ現象によるもので、大幅な落ち込みを見せた（表9.1）。第2の要因は、先に起きた二回の景気停滞期における政治の混乱である。最初の経済失速はマルコス政権の末期に重なり、二度目の失速は1989年のクーデター未遂事件とアキノ政権終末時の混乱と関係している。

このような深刻な景気下降を繰り返した結果、国際通貨基金（IMF）がフィリピンの債務危機とその余波への対処を手助けしようと、最初の停滞期前から同国の経済に深く関わるようになった。事実、同国のケースをIMFの支援プログラムがうまく機能しない実例として挙げるものもいるほどだが、そのような批判は非常に皮相なものである。むしろ、おそらくIMFの関与があったからこそ、フィリピンではアジア金融危機の影響が比較的軽かったのである。2003年12月、IMFとフィリピンの経済チームの間で、同国がもう一年ポスト・プログラム・モニタリング（PPM）を受ける必要があるとの合意が形成された。政府の財政赤字削減プログラムの持続性と国の経済的基盤の安定性が、PPMから最終的に卒業するための必要条件となる。

この20年間、経済成長の遅延に合わせて、経済構造の変化も他の東南アジア諸国のように劇的には起こらなかった。農業部門就業者数の割合は、1984年における50％から、2002年には37％に減少した（表9.1）。減少分の大半は、他の産業（主にサービス業）へシフトしているが、製造業の割合は、この20年間9～11％の水準を維持している。実質GDPに占める農業のシェアは、1984～86年の23～25％から2001～03年の19～20％へと減少しているが、同部門の就業者数比率は依然高く、2002年で37％である。他の東南アジア諸国とは対照的に、フィリピンは急速な工業化を迎えた国ではない。雇用における製造業のシェアは一定しており、実質GDPにおけるシェアは幾分低下した。むしろこの20年間、フィリピンでは資源が農業からサービス業に移動したのであり、同国の成長トレンドはこれら二部門のパフォーマンスに大きく影響されている。事実、2003年のまずまずの成長は、相当程度、米の豊作と通信産業の成長の結果である。

支出面から見ると、実質GDPに占める民間消費支出の割合は1980年代初期から90年代初期にかけて著しく増加した。さらにフィリピンでは、政府支出も含めた全体の消費支出のシェアが相対的に高く、1990年代には80％を超えていた。このことは、消費の健全な成長が経済全体の成長にとって極めて重大であることを意味する。同時に、消費のシェアが高いことは、同国の生活水準が低いことをも示している。多くの家庭は非常に貧しく、貯蓄にまわす資源がない。このため、フィリピンにおける総固定資本形成の対実質GDP比は比較的小さく、1990年代では4分の1か5分の1であった。このシェアの減少は金融危機に見舞われた他の国々（インドネシア、タイ等）で危機後に生じた減少に比べてはるかに小さかったが、2000～03年にかけて比較的低い水準が続いている（22～23％）。金融危機の影響を受けた他の国々と同様に、フィリピン経済に対する投資家の信頼がなかなか回復しないことを反映しているのである。低い投資比率は、実質GDPの相対的に低い伸び率の重要な要因ともなっている。他方で、2003年の株価の上昇は、投資家の見通しが上向きになってきていることを示しており、2004年には総固定資本形成が増大することが期待される。

金融危機以前は、投資支出に比較して貯蓄が少ないことによって、国際収支に関して深刻な問題を抱えていた。1984年、90年、93～94年、96～97年には、経常収支赤字が絶対値でGDPの4％を超える規模であった（表9.2）。さらに深刻な時期、1984年と90年には、外貨準備が輸入額の1ヵ月分にも満たない水準まで減少した。対外債務は、1984～88年、91年、98年、2001年にGDPの70％を超える非常に高いレベルにまで達した。継続的で巨額の経常収支赤字と、その結果としての多額の対外債務累積は、1997年末に激化したアジア金融危機の後、強いペソ売り圧力へとつながった。しかし1998年に、ペソが下落して輸入が急減したため、経常収支の構造が著しく改善された。財貨の輸入は大幅に減少し、2003年第1～3四半期のデータによれば、同年は1997年をわずかに下回る水準にとどまる見通しである（両年とも約360億米ドル）。対照的に、財貨の輸出は大幅に増加し、1997年の250億米ドルから2000年には370億米ドルのピークに達し、その後310～340億米ドルへ後退している。こうした変化は、金融危機前の経常収支の慢性的赤字からその後の黒字へと転換した主要な要因である。黒字幅は1999～2000年がとりわけ大きく（GDPの8～9％）、2002～03年にはやや控えめの水準であった（GDPの4～5％）。この期間、サービスは輸出入共に後退し、それぞれ140億米ドルから40億米ドルへ、および150億米ドルから30億米ドルへとなった。この期間はまた所得の受取がその支払を大きく上回り、前者が60～80億米ドルに対して後者は30～40億米ドルである。所得の受取の大きさは、海外へ出稼ぎに出ているフィリピン人労働者からの送金の重要性を反映している。経常収支の黒字により、いくらか状況が緩和されているとはいえ、対外債務は依然として重くのしかかっている。

投資収支を見てみると、1996年までにあらゆる項目で資本流入が増加した（表9.2）。対内証券投資とその他対内投資（主に海外銀行からの貸付・借入）は、1994～96年に特に高い水準に達した。これらの資本流入の増加は、1996年と97年に短期債務と長期の民間負債を急速に増加させた。金融危機後、これらの資金の流れは逆転し、1998年に対内証券投資とその他対内投資（主に海外銀行からの貸付・借入）は、外国の投資家と銀行が資金を引き揚げたため、マイナスになった。1999年には対内証券投資が危機以前の水準まで回復しているが、2000～03年にはまた低い水準に戻っている。にもかかわらず、2003年での対内証券投資の累積額は、未だ外貨準備高より大きい。これは、もし外国投資家からの信頼が低下すれば、フィリピンは大量の資金流出によって厳しい影響を受けることを意味する。対内直接投資は金融危機後の1998年に23億米ドルという年間額の最高を記録した後、99年には17億米ドルへ、そして2001～02年には9～11億米ドルへと急減した。2003年1～9月期には、対内直接投資は2億米ドルとなり、前年同期と比較して84％も減少した　（Philippines, Central Bank of the Philippines, various years）。こうした対内直接投資の減少は一般に、治安の悪化、主要投資国である日本の低成長、インフラ整備の遅れなどに起因している。緩やかな成長とマクロ経済的不安定性も重要な要因と考えられる。

前述のようにあまり大きな変化がなかった生産や雇用の状況とは対照的に、近年、輸出は大幅な構造変化が見られた。農産物と原材料（主に鉱物）の輸出総額に占める割合が減少したことは、フィリピンが第一次産品輸出への依存から脱却したことを明白に示している。例えば、これら二部門の輸出総額に占める割合は、1984年には合わせて41％であったが、1999年以降は6～7％以下に減少した（表9.3）。他方、機械製品輸出の割合は、1991年の28％から96年には57％、2002年には76％にまで急増した。機械製品の中で最大の品目はその他電気機器で、これは主にIT関連製品の部品からなり、ここ数年、輸出総額のほぼ半ばを占めている。ただし、United Nations Statistics Division （2004）およびPhilippines, National Statistical Office（various years）の推定に基づく表9.3のデータは、1984～90年と1992～95年、2003年1～8月期において、機械製品およびその他製品の輸出シェアを過小評価していることに注意する必要がある。これは輸出の相当部分（27～39％）を特殊取扱品・再輸出として扱っているためである。これに対して1991年と1996～2002年のデータでは特殊取扱品・再輸出がかなり少なく、この品目の大部分が機械製品の再輸出であることを示している。

輸入においても、特殊取扱品のシェアが1984～90年と92～95年に拡大しており、この時期における輸入構造の変化を読み取ることは難しい。それ以外の年次における顕著な変化は、輸入総額に占める機械製品のシェアが、1991年の35％から1996～2002年には52％以上（2002年には60％を占めた）にまで急上昇したことである。輸入のうち比較的大きなシェアを占めているのは投資財である（そのほとんどが一般機械である）が、このシェアは、総固定資本形成の減少を反映して、1993～97年の11～12％から2002年の5％へと金融危機の後に著しく低下した。その他電気機器の輸入はずっと大きく、1991年における輸入総額の16％から96年には21％へ、2002年には37％へと増大した。この品目には、組み立てのために輸入され最終製品として輸出される多くの部品が含まれている。事務用・電算機器のシェアが急速に拡大したのも、部品需要の増大によるところが大きいと思われる。このことはフィリピンにおける電気機器関連産業の重要性が増大していることを反映している。ただし生産における構造変化は貿易構造の変化ほど急速ではない（例えば、電気機器のGDPに占めるシェアは、1991年には1％、96年には2％で、2002年でもわずか3％である。Philippines, National Statistical Coordination Board,　2003）。

過去20年間、米国はフィリピンにとって最大の輸出市場であった。その輸出総額に占める割合は、1984～98年に34～39％であった（表9.4）。しかし米国の景気後退を反映して、2002年には25％まで、2003年1～9月期には21％まで低下した。日本も1998年以来13～16％のシェアを占める、重要な輸出相手である。欧州工業国は20％かそれより若干少ないシェアを占めている。台湾とシンガポールのシェアが近年上昇し、2000～03年に6～8％に達した。中国、香港、マレーシアのシェアも近年増えている。日本、米国、欧州工業国は、主要な輸出市場であることに加えて、商品の主要な輸入元でもあった。1998年以降、輸入総額における米国のシェアは17～22％の範囲で推移し、日本と欧州工業国のシェアはそれぞれ19～21％、8～10％でほぼ一定である。また、香港、韓国、台湾とシンガポールは、2000～03年に4～8％のシェアを占めている。

フィリピンは、1984～2001年にわたって累計230億米ドルにもなる比較的大きな公的資金流入（純額）を受けた（表9.4）。この流入額は、1990年と1992～93年に年間20億米ドルを超えピークに達した後、1995～96年に減少し、その後1998～99年に金融危機に伴う援助国からの支援で再び増加した。1984～2001年に最も多額の公的資金援助を供与したのは日本（116億米ドル）であり、これに多国間援助（39億米ドル）、米国（30億米ドル）と欧州（29億米ドル）が続く。フィリピンでは、海外からの銀行借入残高は比較的小さく、1997年の230億米ドルをピークに、その後いくぶん減少した。欧州の銀行からの借り入れが最も多く、そのシェアは、近年全体の2分の1を超えるほどに上昇している。過去には米国の銀行からの借入残高が大きかったが（1994～95年には全体の3分の1を超えていた）、近年はわずか5分の1にまで低下した。

1995～2003年には、日本はフィリピンに対して経常収支が黒字になっているが、これは貿易収支と所得収支の継続的な黒字による（表9.5）。他方で、サービス収支は通常、赤字である。所得収支では、主に証券投資収益やその他投資収益のため、黒字が続いている。日本で働くフィリピン人労働者の仕送りは、他の取引と比べて小さい。投資収支では、2002年には日本からの直接投資がかなり大きかったが、直接投資の全体的トレンドを反映して2003年前半には急減した。日本からの証券投資は1996年と2000～01年には大きかったが、その他の年では少ない。その他投資（主に貸付・借入）は、1998年に一時的に減少したが、99年にはかなり回復した。興味深いことに、1996～97年に、証券投資の負債項目、特に債券の負債において日本からフィリピンへの多額の資金流入が見られる。これはフィリピンの居住者が日本での証券投資を本国へ引き揚げていたことを示す。 

日本からフィリピンへの輸出は、主に機械製品に集中している（表9.5）。そのシェアは1993～2002年には66～75％にもなる。この品目の中でも、事務用・電算機器とその他電気機器の輸出が1993～2002年に急速に増加した。最近では、フィリピンから日本への輸出でも、機械製品のシェアが高まっている。1993年の機械製品のシェアはわずか21％ほどであったが、2001～02年には、そのシェアが69～70％になっている。一方、1993年に53％のシェアを占めていた農作物と原材料は、2000～02年には15％にまで低下した。

近年の日本からフィリピンへの直接投資のかなり大きな流れを反映して、フィリピンで操業している日本企業の現地法人数は、1994年半ば～95年にかけての約200社から2000年には338社に伸びた（表9.6）。同じ期間、これらの現地法人の売上高も約40億米ドルから110億米ドルへと著しく向上し、その従業者数も約7万人から14万1,000人余りへと倍増した。製造業現地法人は、現地法人売上高総計の大半を占める（1994～95年と2000年には90～93％、その間の期間は75～79％）。従業者数においても同様である（1994～95年に83～86％、その後は90～93％）。電気機械部門の現地法人はとりわけ急成長し、それらの売上高総計に占めるシェアは、1994年の21％および1995～96年の30％から2000年の65％へと伸び、従業者数総計に占めるシェアも、1994～95年の37～39％から1999～2000年の60～63％へと増加した。これらの数字から、日本企業の現地法人が、上述した輸出入の増加に主要な役割を果たしていることが伺われる。
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